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国の制度改正等の動向

1. 制度改正に向けた動き（社会保障審議会介護保険部会での議論）

○ 保険者機能の強化として、自立支援・重度化防止の取組を更に推進するためのPDCAプロセスの活用方策や、保険者機能強化推
進交付金の抜本的な強化に向けた枠組みの構築や見直しについて議論

○ 介護予防・健康づくりの推進として、一般介護予防事業等では、今後求められる機能、専門職の関与の方策、PDCAサイクルに沿っ
た更なる推進方策等について、「一般介護予防事業等の推進方策に関する検討会」における検討状況を踏まえながら議論
また、地域支援事業等の更なる推進に向けて、地域包括支援センターでは、高齢化の進展への対応等の課題を踏まえた機能強化、
業務や体制の在り方等について、総合事業では、運営面・制度面での対応策について、それぞれ議論

○ 上記検討内容については、令和2年度介護保険制度改正に向けて、本年末を目途に議論をとりまとめ

2. エビデンスに基づいた自立支援、介護予防、重度化防止等の推進

○ 全国・都道府県・市町村・日常生活圏域別の特徴や課題、地域差、取組等を、市町村等が客観的かつ容易に把握・分析できるよ
う、地域包括ケア「見える化」システムのデータ拡充や機能追加を実施

○ 科学的に自立支援等の効果が裏付けられた介護を実現するため、必要なデータを収集・分析するデータベースの機能改修や運用・保
守等を実施

○ レセプト情報・特定健診等情報データベース（NDB）や介護保険総合データベース（介護DB）など各種データベースで保有する健
康・医療・介護情報を連結して分析可能な環境の整備等を推進（NDB・介護DBの連結解析は令和2年10月施行）

○ データ等を活用した予防・健康づくりの健康増進効果等を確認するため、エビデンスを確認・蓄積するための実証事業を行い、その結果
を踏まえ、保険者等に対して適切な予防健康事業の実施を促進
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3. 高齢者の自立支援、介護予防、重度化防止等の横展開

○ 以下の手引きを作成し、都道府県及び市町村に発出
（例）
☑ 地域づくりによる介護予防を推進するための手引き（H29年3月）
☑ 介護保険事業（支援）計画策定のための地域包括ケア「見える化」システム等を活用した地域分析の手引き（H29年6月）
☑ 介護保険事業（支援）計画の進捗管理の手引き（H30年7月）
☑ これからの地域づくり戦略－集い・互い・知恵を出し合い３部作（H31年3月）
☑ 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査実施の手引き（R1年10月）
☑ 第8期介護保険事業計画における介護予防の「取組と目標」設定の手引き（R1年10月）

4. 老人保健健康増進等事業（老人保健事業推進費補助金）の実施

○ 以下の高齢者の介護、介護予防、生活支援、老人保健及び健康増進等に関わる先駆的、試行的な事業に対し、補助を実施
（例）
☑ 国が行う地域特性に応じた地域包括ケアシステムの構築支援に関する調査研究事業（H28年度）
☑ 地域包括ケアの推進に必要な自治体のPDCAサイクルに関する調査研究事業（H30年度）
☑ 地域支援事業の連動性を確保するための調査研究事業（H30年度）
☑ 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の見直しとデータの活用方法に関する調査研究事業（H30年度）
☑ 介護予防・日常生活支援総合事業及び生活支援体制整備事業の効果的な推進方法に関する研究事業（H30年度）
☑ 介護保険事業計画における施策反映のための手引き（H30年度に実施した「要介護認定データを活用した地域分析手法に関す
る調査研究事業」、「利用者ニーズを踏まえた特別養護老人ホーム等のサービス見込量の推計方法に関する調査研究事業」、「地
域密着型サービス等の見込み量とそれを確保するための方策に関する調査研究事業」の3つの事業の成果として取りまとめたもの）

☑ 介護保険事業（支援）計画の策定に向けた「取組と目標」の的確な評価方法に関する調査研究事業（R1年度）
☑ 介護保険制度の実施状況に係る全体像把握のためのツールに関する調査研究事業（R1年度）

国の制度改正等の動向
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＜一般介護予防事業等の今後求められる機能を実現するための具体的方策等（抜粋）＞

国の制度改正等の動向

（資料）厚生労働省「一般介護予防事業等の推進方策に関する検討会取りまとめ（一般介護予防事業等の推進方策に関する検討会）」 4

【PDCAサイクルに沿った推進方策】



＜地域包括ケア「見える化」システム＞

国の制度改正等の動向

（資料）厚生労働省「地域包括ケア「見える化」システム（一般介護予防事業等の推進方策に関する検討会）」
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＜介護関連データベースに関する取組＞

（資料）厚生労働省「介護関連データベースの構成（社会保障審議会介護保険部会）及び科学的裏付けに基づく介護に係る検討会
取りまとめ（科学的裏付けに基づく介護に係る検討会）」を基に作成

【介護保険レセプト情報】
☑サービスの種類
☑単位数
☑要介護認定区分 等
【要介護認定情報】
1）要介護認定一次
☑基本調査74項目
☑主治医意見書のうち、短期記憶、認知
能力、伝達能力、食事行為、認知症高
齢者の 日常生活自立度の項目 ・要介
護認定等基準時間
☑一次判定結果

2）二次判定情報
☑認定有効期間
☑二次判定結果

【総論】
☑保険者番号 ☑被保険者番号
☑事業所番号 ☑性別
☑生年月日 ☑既往歴
☑服薬情報 ☑褥瘡の有無・ステージ
☑同居人等の数・本人との関係性
☑在宅復帰の有無 ☑Barthel Index 等
【認知症】
☑認知症の既往歴等
☑DBD13（認知症行動障害尺度）
☑Vitality Index 等
【口腔】
☑食事の形態 ☑誤嚥性肺炎の既往歴 等
【栄養】
☑身長 ☑体重 ☑栄養補給法
☑提供栄養量_エネルギー、タンパク質
☑主食、副食の摂取量 ☑血清アルブミン値
☑本人の意欲 ☑食事の留意事項の有無
☑食事時の摂食・嚥下状況 等

国の制度改正等の動向

○ 介護保険制度においては、市町村から要介護認定情報、介護保険レセプト情報を収集する介護保険総合
データベース（介護DB）を運用。2020年10月からは、医療のレセプト情報・特定健診等情報データベース
（NDB）等との連結解析が可能となる。また、通所・訪問リハビリテーション事業所からリハビリテーション計画書
等の情報を収集する（VISIT）を運用。加えて、科学的裏付けに基づく介護の確立に向けて、高齢者の状態・
ケアの内容等のデータを収集するシステム（CHASE）を開発中（2020年度から運用開始予定）。
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＜ニーズ調査を活用した取組と目標の作成手順の具体例＞

国の制度改正等の動向

（資料）厚生労働省「第8期介護保険事業計画における介護予防の「取組と目標」設定の手引き」 7



広島県の取組事例

（資料）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「国が行う地域特性に応じた地域包括ケアシステムの構築支援に関する調査研究事業報告書
（平成28年度老人保健業推進費等補助金 老人保健健康増進等事業）」
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広島県の取組事例

（資料）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「国が行う地域特性に応じた地域包括ケアシステムの構築支援に関する調査研究事業報告書
（平成28年度老人保健業推進費等補助金 老人保健健康増進等事業）」 9

＜地域包括ケアシステムの見える化＞



広島県の取組事例
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（資料）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「国が行う地域特性に応じた地域包括ケアシステムの構築支援に関する調査研究事業報告書
（平成28年度老人保健業推進費等補助金 老人保健健康増進等事業）」



広島県の取組事例

（資料）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「国が行う地域特性に応じた地域包括ケアシステムの構築支援に関する
調査研究事業報告書（平成28年度老人保健業推進費等補助金 老人保健健康増進等事業）」を基に作成

定性的評価
定量的評価
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広島県の取組事例

＜地域診断カルテの作成＞

○ 広島県では、管内の市町の地域包括ケアシステム構築の行動計画となる「地域包括ケアロードマップ（平成27～29年度）」の策定
支援を目的として、介護給付データと医療給付データ等に基づき、日常生活圏域別（125圏域）に介護サービスの受給状況等につい
て分析を行う「地域診断カルテ」を作成

○ 「地域診断カルテ」は、在宅生活の継続が課題となる要介護３以上の在宅や施設等の居所分布を示した指標（ケアバランス指標）
や介護保険サービスの利用状況等を掲載した、各市町における地域特性を客観的に把握できるデータ分析ツールであり、広島県は管
内市町に提供することで、市町による地域包括ケアの推進を支援

○ 現在は、医療・介護・保健情報統合分析システムを整備し、医療レセプト・特定健診データによる保険者別フェイスシートと項目別分
析結果、認定者における各サービス利用比率、訪問介護の提供サービス内容を分析し、結果をHPで公表

（資料）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「国が行う地域特性に応じた地域包括ケアシステムの構築支援に関する調査研究事業報告書
（平成28年度老人保健業推進費等補助金 老人保健健康増進等事業）」を基に作成

【ケアバランス指標】
☑ 在宅サービス利用率（ショートステイ15日以上利用
者を除く、要介護３以上）

☑ ショートステイ15日以上利用率（要介護3以上）
☑ 施設・居住系サービス利用率（要介護3以上）
☑ 入院（要介護3以上）
☑ その他（要介護3以上）

【地域指標】
☑ 基礎情報（高齢化率、認定率）
☑ 介護保険サービスの利用状況
☑ 地域資源
☑ 生活実態
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大都市における地域包括ケアをつくる政策研究会の取組事例

＜保険者シートの作成＞

○ 大都市における地域包括ケアをつくる政策研究会（事務局：公益財団法人 在宅医療助成勇美記念財団）は、介護保険の保険
者が保有する既存の公表データを利用して実施状況を簡易に表すものとして「保険者シート」を開発した。

○ 現在、一般財団法人医療経済研究・社会保険福祉協会 医療経済研究機構が、保険者シートについて、第8期計画以降にふさわ
しい内容として見直しを行い、計画策定に役立つ支援策や分析方法の開発に取り組んでいる（老人保健健康増進等事業）。
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基本データ・各種指標

要介護認定者数と利用サービス類型

各種推進指標

保険料構造等

介護保険特別会計・経理状況

（資料）大都市における地域包括ケアをつくる政策研究会「介護保険「保険者シート」調査報告書（平成31年3月）」を基に作成



＜JAGESプロジェクト＞

一般社団法人日本老年学的評価機構（JAGES機構）の取組事例

（資料）一般社団法人日本老年学的評価機構ホームページを基に作成

○ JAGES プロジェクトでは、健康長寿社会を目指した予防政策の科学的な基盤づくりを目的として、地域包括システムの構築に向けて、
日本全国の市町村から得られた高齢者のデータを基に“健康なまち”の要因に関する調査・研究を実施

○ 全国の自治体と連携して「健康とくらしの調査」、「JAGESデータを活用したニーズ調査分析支援」、「健診・介護データ利活用支援」
などを実施し、介護予防に取り組む地方自治体が、現状や課題を数値によって「見える化」して改善するプロセスに貢献

【JAGES調査】
☑ 3年に1度、介護予防・日常生活圏域ニーズ調査を含んだ学術的調査
☑ 要介護認定データ、保険料賦課データ、給付データなどと結合して分析
☑ 地域ケア会議等で利用できる地域診断書や重点対象地域選定シートの提供、
結果の解釈のためのワークショップ開催
☑ 健診データ、医療費など、他のデータと合わせて分析が可能

【調査項目】

14



奈良県生駒市の取組事例

（資料）厚生労働省「生駒市提供資料（一般介護予防事業等の推進方策に関する検討会）」
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